




































































































































































































































































































































































33　Immunity of State officials from foreign criminal jurisdiction,Memorandumby the
Secretariat,A/CN.4/596(31March2008),para.45.
34　A/C.6/59/SR.13,supra,note17,paras.40(Netherlands),44(Norway).
35　Ibid.,para.69(Guatemala).水島・前掲(注９) 160頁。本稿「おわりに」の注58等も参照。
36　道垣内・前掲(注５) 66頁。
37　Hafner&Köhler,supra,note22,p.47;O’ Keefe,supra ,note21,p.25.
38　条約26条は既存の条約の優先適用を定める。条文は以下の通り。「この条約のいかなる規
定も、この条約で取り扱われている事項に関する既存の国際協定の当事国の間において締
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結果、外国軍隊の裁判権免除に地位協定等の規律が及ぶことが確認される
のであって、国連国家免除条約が適用されないわけではない。
　（３）他国による解釈宣言の意義
　本稿執筆時点（2021年２月）で、国連国家免除条約の締約国数は22（発
効要件は30国）で、その内留保国が２、いわゆる解釈宣言をした国が６で
ある39。ノルウェー、スウェーデンおよびフィンランドの宣言では、国連
条約が軍事的活動に適用されないこと、および、この軍事的活動には武力
紛争時の軍隊の行為および軍隊による（平時の）公務遂行行為が含まれる
との理解が述べられている。イタリアの宣言は、この３国の宣言中の「軍
事的活動」に代えて「軍隊およびその要員の活動」という言葉を使用して
いる点以外は同じ内容である。これらの宣言に対し、他国から特段の異議
は唱えられていない。
　ただし、このような場合の異議の不存在は、宣言内容または解釈への一
般的支持を意味するわけではなく、宣言中の解釈が可能な条約解釈の一つ
であることを推定させるにすぎない。22締約国中、４か国による「不適用」
宣言がある（適用宣言はゼロ）からといって、軍事的活動への条約不適用
が締約国間の一般的理解になったとは結論できない40。したがって、少な
くとも現時点では、日本がそのような解釈に拘束される必然性はない。解
釈宣言は、複数の解釈が可能な時に自国の選択を宣言するものである。そ
うだとすれば、「国連条約は軍事的活動に適用されない」という解釈と並
んで「適用される（適用する）」という解釈もあることになる41。宣言し
た諸国も、適用・不適用いずれもありうると考えたからこそ宣言したとみ
ることもできる。
約国が当該国際協定に基づいて有する権利及び義務に影響を及ぼすものではない」。
39　UNTreatyCollection>Depositary>StatusofTreaties>ChapterIII(No.13).
40　オキーフは、締約国の一般的理解の確立には「十分に広範かつ代表的な」宣言状況が必要
だとするが、当時の13締約国中の２カ国だけ（onlytwo）という宣言状況では不十分との
見解のようである。O’ Keefe,supra,note21,p.26.
41　水島・前掲(注９) 162頁。
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３．日本と国連国家免除条約
　（１）国連で表明された日本政府の立場
　民事裁判権法が、国連国家免除条約の軍事的活動への不適用を前提とし
て作成されたことはすでに述べた。その前提が間違いであるとなれば、裁
判権法が在日米軍の行為にも適用可能だという見解を日本（政府）はとる
だろうか。おそらくそのようなことはないだろう。
　国家免除条約のILC第２読草案に対し、総会第６委員会で各国が見解
を述べたが、日本は駐留外国軍隊への条約（草案）の不適用を強く主張し
ていた。そこで表明された日本の見解は、以下のようにまとめることがで
きる42。
　――ある国の軍隊が他国に駐留する場合、受入国における軍隊の地位や
特権免除は通常は両国間の協定で規定されるが、かかる協定は一般に両国
の関係性を反映しつつ、相互の利益の微妙なバランスの上に締結される。
裁判権免除の問題も、この利益のバランスに深く関わるのが常である。そ
のため、外国軍隊の民事裁判権からの免除について国際的な統一規則を作
成してしまうと、利益のバランスは簡単に崩れさり、二国間の関係性を考
慮したうえでの相手国軍隊への対応もできなくなる。
　現実問題として、外国軍隊の駐留は受入国内でしばしば激しい批判を浴
びるから、この条約草案によって国家免除が一律に制限（縮小）される
と、外国軍隊に対するむやみやたらな（random）訴訟が起こされるだろ
う。そうした訴訟は、受入国における外国軍隊の円滑な駐留を確実に妨げ
る。したがって、日本政府は、外国軍隊の裁判権免除の問題は、従来の慣
行の通り、派遣国と受入国の二国間で決定されるべきであり、そのために
も、他国に駐留する軍隊の問題は条文草案の範囲から一括して排除すべき
であると確信している――。
　この見解には、外国軍隊の裁判権免除について、世界共通のルールでは
42　GA,6thCom.,SummaryRecordof29thMeeting,A/C.6/48/SR.29(15Nov.1993),paras.
75-78.この見解は覚書（noteverbale）として総会本会議にも提出された。See,Annexof,
A/48/464(1Oct.1993).
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なく二国間で処理したいという日本政府の強い意思が鮮明に表れている。
端的に言って、在日米軍の作為・不作為に起因する不法行為訴訟が念頭に
あることは間違いない43。また、ILC第２読草案について第６委員会で発
言した15か国のうち、軍隊について言及したのは日本だけである。これら
を併せ考えれば、外国軍隊の活動ないし軍事的活動に対する国連国家免除
条約の適用問題について、日本はいわば不適用派の筆頭として議論をリー
ドする立場であったことが分かる。
　そうであれば、法制審議会での「この条約の審議において、外国軍隊の
活動にはこの条約は影響を及ぼさないといったようなことになりました」
という法務省参事官の説明、および、国会における「軍事的なことについ
ては国際慣習法にゆだねるというのが、まさに国際的な今の国家間の共通
の理解であるということでございます」44という政府参考人の説明には、
必要な情報が欠けていたといえる。すなわち、国連国家免除条約を軍事的
活動に適用できるという解釈も選択肢としてありうること、および、日本
政府は軍事的活動（ないし外国軍隊の活動）への国連国家免除条約の不適
用を強く主張してきた立場である、という情報である。こうした情報が広
く共有されていたならば、聞き手が受ける印象は大きく変わってくるであ
ろうし、国会等での議論も違ったものになったのではないか45。
　国際法に関する正しい情報が偏りなく提供されてこそ、議論の正当性も
結論の妥当性も保たれる。もし仮に、法案の審議等において、政府の意図
する方向へ議論を誘導する目的で情報が取捨選択されるようなことがあれ
ば、それはまさしく「恣意的」ないし「政治的」な国際法の利用46にあた
るだろう。
43　薬師寺・前掲(注６) 473－475頁。
44　『参議院法務委員会会議録』第９号・前掲(注11) 10－11頁。
45　民事裁判権法へのパブリックコメント、および同法の国会審議からも、今後の米軍関係訴
訟にいかなる影響が生じるかについての関心の高さがうかがえる。法制審議会主権免除法
制部会第１回会議・部会資料７「『主権免除法担当者試案』に関する意見募集の結果につ
いて」４－５頁（前掲法務省ウェブサイト）、および、『参議院法務委員会会議録』第９号・
前掲(注11) ９—11頁。
46　小寺彰・奥脇直也「日本における国際法―企画の趣旨」『ジュリスト』1387号（2009年）９頁。
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　（２）日米間に特別の合意は存在するか
　第２次大戦以降の現象である外国軍隊の平時かつ長期の駐留について
は、派遣国と受入国間で軍隊の地位に関する協定が結ばれてきた。在日米
軍についても日米地位協定が存在する。したがって、本稿の主張の通りに
国連国家免除条約が軍事的活動に適用されるとしても、同条約26条の「既
存の国際協定」または12条や13条の「関係国間の別段の合意」として日米
地位協定が存在することになり、結局のところ国連国家免除条約は、米軍
関係訴訟においては、日本地位協定の適用を確認する役割しか果たさない
ように思われる。そうなると、本稿で展開した主張は実質的な意義をもた
ない空論のように見えるかもしれない。しかし実際のところ、事態はそれ
ほど単純な構図になっていない。
　在日米軍の行為について初めて米国国家が被告となった47新横田基地訴
訟において、東京高裁は、日米地位協定18条５項を、「合衆国に対して、
我が国の裁判権に服することを免除し、合衆国等に対して、我が国の裁判
権を放棄することを定めたもの」48であると判断した。日米地位協定が、
既存の国際協定／別段の合意にあたるという判断である。
　ところが、その上告審において最高裁は、高裁判決の論理を覆し、日米
地位協定18条５項は「合衆国軍隊による不法行為から生ずる請求の処理に
関する制度を創設したものであり、合衆国に対する民事裁判権の免除を定
めたものと解すべきではない」49と判断した。米国が日本の裁判権から免
除される根拠を、日米地位協定ではなく国際慣習法であると認定したこと
47　広部和也「米軍に関する裁判権免除」『ジュリスト臨時増刊』1157号（平成10年度重要判
例解説）283頁。
48　東京高裁平10・12・25判決『判例タイムズ』1061号（2001年）269頁。判例研究は、広部・
前掲(注47) 282頁、内記香子「外国国家の裁判権免除」『ジュリスト』1195号（2001年）
129頁などを参照。
49　最高裁第二小法廷平14・４・12判決『判例タイムズ』1092号（2002年）109頁。判例研究は、
広部和也「外国国家（駐留米軍）に対する裁判権免除」『法学教室』269号（2003年）164
頁、薬師寺公夫「在日米軍の飛行訓練と国家の裁判権免除」『ジュリスト臨時増刊』1246
号（平成14年度重要判例解説）257頁、横溝大「最高裁判所民事判例研究17」『法学協会雑誌』
120巻５号（2003年）1059頁、および、河野真理子「裁判権免除」『別冊ジュリスト』172号（2004
年）160頁などを参照。
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は、日米地位協定（18条５項）は、国連国家免除条約にいう既存の国際協
定／別段の合意ではないことを意味し、米軍関係訴訟への国連条約の適用
という結論を導くだろうか。
　おそらくそうはならないだろう。最高裁は、米国に裁判権免除を与える
根・拠・は国際慣習法だと認定しているが、日米地位協定も在日米軍の行為に
起因する請求の処理のための制・度・を定めたものと認めている。したがっ
て、日米地位協定は在日米軍の民事裁判権の免除（の根拠ではなく手続）
に関する合意であり、実際にも優先的に適用されているのである50。事実、
米軍基地の騒音訴訟において、日本政府は日米地位協定18条５項に基づい
て処理する方針である。すなわち、原告側に支払った判決確定額の75パー
セントを、18条５項(e)(i)に基づいて米国に請求している。このように、
判例上も政府実務上も、少なくとも損害賠償請求については、日米地位協
定が適用法規であることが前提となっている。
　ところが、こうした日本からの請求に、米国はこれまで一度も応じてい
ないのである。これについて日本政府は、米軍基地の騒音訴訟で支払った
損害賠償金等の日米地位協定に基づく「分担の在り方については、我が国
の立場と合衆国側の立場が異なっていることから、合衆国政府との間で協
議を行ってきたところであり、合衆国政府との協議はなお妥結を見ていな
い」51と述べている。さらに、政府見解として、「米側は、米軍の航空機
は日本側から提供された施設・区域を使用して日米安保条約の目的達成の
ために所要の活動を行っているのであり、このような活動を通じて発生し
た騒音問題は、日米地位協定第18条に基づき米側が賠償すべきものではな
い」との立場を示したことを認めている52。そうであれば、不法行為に関
する請求を一般的にカバーすると思われていた日米地位協定18条５項であ
50　内記は、原審の高裁判決について、「まずは適用されるべき地位協定の条文の検討を行っ
たという点においては適切なアプローチをとったといえよう」と評している。内記・前掲
(注48) 130頁。
51　日米地位協定に基づく嘉手納爆音訴訟の損害賠償金の分担に関する質問に対する答弁書
（内閣衆質159第92号、平成16（2004）年５月14日）。
52　岸田文雄外務大臣の国会答弁。第193回国会『参議院外交防衛委員会会議録』第８号（平
成29（2017）年３月23日）14頁。
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るが、じつは米軍機の運航等による騒音被害に関する請求はその対象外と
いうことになる53。日米協議が妥結を見ていないという政府答弁は、まさ
にその点を言い表している（すべて対象に含まれるというのなら、米国の
支払い拒否は明らかな協定違反である）。
　こうした状況を踏まえると、米軍機の騒音訴訟に関する限り、日米間に
既存の国際協定／別段の合意は存在しない。したがって、国連国家免除条
約の発効後は、対米騒音訴訟には同条約が適用されることになる。国際慣
習法の規律が及ぶのは、国連国家免除条約により規律されない事項に限ら
れるため、ただちに国際慣習法上の免除を適用しての門前払いはできない
ことになる。
おわりに
　本稿では、「米軍機の飛行差止（訴訟）は可能か」というテーマを念頭に
置き、国連国家免除条約の適用対象や日米地位協定の位置づけ等を論じて
きた。その成果として、同条約の軍事的活動への不適用は国際法で既定さ
れた自明のものではなく、日本政府の政治的選択であることを指摘した54。
また、日米地位協定（18条５項）は米軍機の運航に対する騒音訴訟に関し
ては、国連国家免除条約上の既存の国際協定／別段の合意にあたらないこ
とを確認した。これにより、国連国家免除条約の発効後という条件付きな
がら、同条約を適用した訴訟の展開の可能性がみえてきた。
　しかしながら、米軍機の飛行差止の実現に至る道筋を示すような論理が
展開できたわけではない。差止実現のために除くべき障害は多岐にわた
り、道程にいくつも横たわっているからである。
　たとえば、日本が独自に「国連国家免除条約を軍事的活動に適用しな
53　この点につき、外務省は米国の立場に理解を示していたようである。琉球新報社編『外務
省機密文書日米地位協定の考え方・増補版』（高文研、2004年）175－176頁。
54　ただし、政策選択といえども憲法上の制約を免れることはできない。高作正博「主権免除
と基地問題―憲法学の立場から」『法律時報』72巻３号（2000年）31頁、高作・前掲 (注
４) 257－260頁。政策上の判断という点では、阿部は、ノルウェーとスウェーデンが自国
兵士をPKOに派遣していることと両国の宣言との関連を示唆する。阿部浩己「外国国家
を裁けるか―国家免除という桎梏」『時の法令』2042号（2018年）60頁。
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い」と宣言することは可能である55。そうすれば同条約は適用されなくな
る。また、同条約12条の不法行為例外は物理的損害についての金銭的賠償
請求だけを認めるもので、差止訴訟は対象外である。差止請求についての
合意は日米地位協定にも見いだせないため、裁判所は国際慣習法上の免除
規則を適用することになり56、したがって免除が認められる可能性が高い。
　さらには、現時点で米国が国連国家免除条約の非締約国であることを、
裁判所がどのように考慮するかという論点もある。国連条約の発効後も米
国が非当事国であれば、国際慣習法によれば認められる免除を米国に与え
ないことは国際法に反すると判断するかもしれない。ただし、民事裁判権
法は、国連国家免除条約の非当事国も含めすべての外国に統一的な免除規
則を適用する法律として作成されたという57。民事裁判権法のこのような
性格づけと、条約非当事国の取扱いとを、どのように関連させて考えるべ
きであろうか。
　国連国家免除条約が軍事的活動に適用されないとしても、同条約が適用
されないのは「軍事的活動」であって、外国軍隊の行為一般ではない。行
為主体が軍隊であることが、他の国家機関の場合と異なる特別な意味をも
つわけではない58。軍隊による物品の購入等に行為性質説や行為目的説を
当てはめること自体が、軍隊の行為すなわち免除ではないことを示してい
る。それでは「軍隊の訓練」は議長声明にいう「軍事的活動」なのか59。
武力紛争時という実戦での軍隊の行為と、時と場所を選んで行うことので
きる訓練とを、とくに検討も加えずに同一の性質の行為（＝軍事的活動）
55　国連の手引書によれば、宣言は通常、署名時または批准書等の寄託時に付されるが、後か
ら提出されることもある。TreatySectionoftheOfficeofLegalAffairs,TreatyHandbook
(UnitedNationsPub.,2006),p.17.
56　内記・前掲(注48) 132頁。
57　森英介法務大臣の国会答弁。『参議院法務委員会会議録』第９号・前掲(注11) ７頁。
58　旧横田基地１次・２次訴訟の控訴審判決において、東京高裁は軍事的公共性の優越性を、
国防について次のように否定している。「国防は、行政の一部門であるから、戦時の場合
は別として、平時における国防の荷う役割は、他の行政部門である外交、経済、運輸、教
育、法務、治安等の荷う役割と特に逕庭はないのであり、国防のみが独り他の諸部門より
も優越的な公共性を有し、重視さるべきものと解することは憲法全体の精神に照らし許さ
れないところである」。榎本・前掲(注３) 48頁参照。
59　横溝・前掲(注49) 1067－1070頁。
外国の「軍事的活動」に対する民事裁判権行使の可能性：比屋定
－ 181 －
と分類してよいのだろうか60。このような点についても、今後さらに考察
を深めていく必要がある。
60　広部・前掲(注49) 165頁。
